
に確認の上、参加すること。

また、これらのカンファレンス等については、リアルタイムでの画像を介し

たコミュニケーション（ビデオ通話）が可能な機器を用いて参加しても差し支

えない。

（障害者支援施設等感染対策向上加算 (II) の取り扱い）

間18 障害者支援施設等感染対策向上加算 (II)について、感染対策向上加

算に係る届出を行った医療機関が行う実地指導の具体的な内容につい

て示されたい。

（答）

実地指導の内容について限定するものではないが、以下のものが挙げられる。

・ 施設等の感染対策の現状の把握、確認（施設等の建物内の巡回等）

・ 施設等の感染対策状況に関する助言・質疑応答

・ 個人防護具の着脱方法の実演、演習、指導等

． 感染疑い等が発生した場合の施設等での対応方法（ゾーニング等）に関す

る説明、助言及び質疑応答

• その他、施設等のニーズに応じた内容

なお、単に、施設等において机上の研修のみを行う場合には算定できない。

（情報公表未報告減算①）

間19 情報公表未報告減算の適用要件について、留意事項通知では「・・・

報告を行っていない事実が生じた場合に、その月の翌月から報告を行っ

ていない状況が解消されるに至った月まで・・・（中略）・・・減算する

こととする」とあるが、「報告を行っていない事実が生じた場合」とは、

どのような場合を想定しているのか。

（答）

「報告を行っていない事実が生じた場合」とは、情報公表対象サービス等情

報に係る報告を行っていないことが、都道府県等・事業所において確認された

場合に、未報告の時点に遡って減算の対象とすることを想定している。

具体的には、関連通知の別添（※）に掲げる必須の報告項目について未報告

であることが、指定更新や運営指導等の際に確認され、都道府県等が報告する

よう指導したにも関わらず、事業所が報告を行わない場合に減算を適用するこ

ととする。

ただし、事業所が報告することができないやむを得ない事情（災害等）があ

った場合には、減算の対象としないこととして差し支えない。

また、都道府県等の確認のタイミング等については、各都道府県等の実情に

， 



応じて設定して差し支えない。なお、障害者総合支援法施行規則第 34条の 7第

6項等において、都道府県知事は、指定障害福祉サービス事業者等から指定更

新に係る申請があった際には、当該事業者から情報公表対象サービス等情報に

係る報告がされていることを確認するものとされており、適切に対応すること。

例えば、 0県が 8月に報告状況を確認し、事業所に確認等をした結果、令和

6年4月以前から未報告であることが判明した場合、令和6年4月分の報酬か

ら減算の対象となる。

（※）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則

（平成 18年厚生労働省令第 19号）の別表第 1号及び別表第2号並びに児童

福祉法施行規則（昭和 23年厚生省令第 11号）の別表第2及び別表 3に掲げ

る項目

（具体的内容は「障害福祉サービス等情報公表制度の施行について」（障障発

0423第1号 平成 30年4月 23日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障

害福祉課長通知）の別添 1及び別添2を参照）

（情報公表未報告減算②）

間20 情報公表未報告減算は、年に 1回の更新が必要であるが、新規指定時

以降、一度でも公表しており、年に 1回の更新が行われていない場合は

減算の対象となるのか。

（答）

新規指定時以降、情報公表制度に基づく報告を行っていれば減算の対象とは

ならないが、情報公表対象サービス等情報に変更が生じた場合の更新について

も、利用者への情報提供等の情報公表制度の趣旨も踏まえ、適切に対応いただ

きたい。

（情報公表未報告減算③）

間 21 新規指定事業所については、いつまでに報告を行っていればよいの

か。

（答）

新規指定事業所における報告期限等については、各都道府県等の実施要綱に

おいて定められていることから、その実施要綱において定められている報告期

限の翌月から減算の対象となる。

（情報公表制度・指定更新時の確認）

間 22 都道府県知事等は、指定障害福祉サービス事業所等の指定の更新に

係る申請があったときは、当該申請に係る事業者から障害者総合支援法
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（答）

第 76条の 3の規定に基づぐ情報公表に係る報告がされていることを確

認することとされているが、必須の報告項目が一部でも未報告の場合、

指定の更新を行ってよいか。

指定の更新の申請があった際、情報公表に係る必須の報告項目の一部又は全

部が未報告である場合には、都道府県等において、未報告の事情を個別に確認

し、適切に報告が行われるよう指導した上で、更新の手続を行うこと。ただし、

事業所が報告することができないやむを得ない事情があると判断した場合は、

必須項目の一部又は全部が未報告であっても指定の更新を行って差し支えな

し‘。

（補足給付に係る基準費用額の見直しに係る受給者証の取扱い）

間 23 特定障害者特別給付費等（補足給付）に係る食費等の基準費用額が

54,000円から 55,500円に改定されるが、当該改定に伴い、受給者証を

再発行する必要があるか。

（答）

現在、改定前の基準費用額 (54,000円）を基に算定された特定障害者特別給

付費等の額（以下「改定前補足給付費額」という。）が受給者証に記載されてい

るが、令和6年 3月 31日以前に発行した受給者証については、必ずしも同日ま

でに再交付等する必要はなく、発行済みの受給者証に記載された改定前補足給

付費額を改定後の基準費用額 (55,500円）を基に算定された特定障害者特別給

付費の額（以下「改定後補足給付費額」という。）に読み替えて対応して差し支

えない。

なお、令和6年4月 1日以降に交付する受給者証については、改定後補足給

付費額を記載して発行する必要があるのでご留意いただきたい。

また、国保連合会での的確な審査支払のため、 4月分のサービス利用にかか

る受給者異動連絡票情報を改定後補足給付費額に修正のうえ、国保連合会へ送

付するよう留意いただきたい。

2.訪問系サービス

(1)居宅介護

（通院等介助等の対象要件）

間24 通院等介助等の対象要件の見直しが行われたが、この対象について、

①「自宅→病院→障害福祉サービスの事業所」、「障害福祉サービス事業

所→病院→自宅」の両方とも対象になるのか。

②「障害福祉サービス事業所→病院→障害福祉サービス事業所」は対象
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